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摘　　要
　この 20 年間，ICT サービスは凄まじいスピードで発展を遂げてきた。Covid-19 の
影響を受け外出自粛が続く中で，多くのオンラインサービスは飛躍的に拡大してき
た。ICT の発展に伴い，ICT インフラの拡張や ICT 機器の使用など ICT 分野自体の
電力需要増加による環境負荷増大が大きな懸念となる一方で，ICT 導入による生産効
率化やエネルギー利用効率の向上，移動削減などが社会の環境負荷削減に大きく貢献
してきた。本稿では，ICT 分野の発展動向及び ICT に関する環境影響評価手法の関連
研究をレビューするとともに，今後の ICT 導入による社会の環境負荷削減ポテンシャ
ル及び経済発展への効果を推計した。ICT サービスの導入により，BAU シナリオと
比較して 2030 年までに GDP の 1.3％増加，GHG 排出量の 4.7％削減が見られたことか
ら，経済発展と環境負荷のデカップリングの可能性が示された。今後も ICT の導入拡
大による経済発展のみならず，脱炭素社会の実現に向けたグリーン ICT の普及が大き
く期待される。
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1．背景

　近年，気候変動に伴う様々な影響が懸念されてい
る。2015 年に合意されたパリ協定では，世界全体の
平均気温上昇を産業革命以前に比べて 2℃より十分
低く保つとともに，1.5℃に抑える努力を追求する
ことが示されたが（UNFCCC, 2015），さらに，IPCC 
1.5℃特別報告書及び IPCC 第六次評価報告書では，
甚大なリスクを回避するために 1.5℃に抑える必要
性が示された（IPCC, 2018; IPCC, 2022）。1.5℃目標
の実現に向けては，21 世紀中盤までにグローバル
レベルでのカーボンニュートラルの達成が必要とさ
れており，2020 年後半から 2021 年後半にかけて米
国，EU，日本をはじめ，世界中多くの国がカーボ
ンニュートラルに向けた温室効果ガス（GHG）排出
削減目標を掲げた（Whitehouse, 2021; EC, 2018; 外務
省, 2021）。
　こうした中，多くの産業分野・企業では野心的な
GHG 排出削減目標が発表され，それを実現するた
めの様々な気候変動対策が講じられてきた（Google, 
2022）。情報通信技術（Information and Communication 
Technology; ICT）分野においては，近年第 4 世代移

動通信システム（4G）サービスの広範囲での普及，
第 5 世代移動通信システム（5G）サービスの商用化開
始，さらに，人工知能（AI）やモノのインターネット

（IoT）技術の進化によるインターネット接続デバイ
スの急増などが情報トラフィック量の爆発的な増加
をもたらしており（Cisco, 2021），さらに情報処理に
必要なデータセンター需要も増大している。同時に
ICT デバイスの電力効率も目覚しいスピードで向上
しているが（Google, 2019），ICT 分野全体を俯瞰し
た場合には，今後 ICT 分野のエネルギー消費量の増
加による GHG 排出の増加が懸念されている。一方
で，ICT の利用によって他の産業分野や家庭・運輸
部門などに生じる生産・消費の効率向上，エネル
ギー利用効率の改善，資源利用のシェアリングを通
じた生産抑制，人・物の移動削減などが GHG 排出
をはじめとする環境負荷の削減にも大きく貢献して
いる（Nagao et al., 2017; GeSI, 2015; JEITA, 2021）。例
えば，グローバルレベルでスマートアグリ，スマー
トモビリティ，スマートビルディングなどを含めた
8 分野に ICT を導入すると，2030 年に 1250Mt-CO2

が削減できると試算されていた（GeSI, 2015）。この
貢献分が ICT 分野自身の GHG 排出量を大きく上回
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ることができれば，ICT の普及が今後の脱炭素対策
の一助にもなり得る。
　本稿では，第 2 章において ICT 分野の発展動向を
概説し，第 3 章ではこれまでの ICT の環境影響評価
手法についての関連研究を解説する。また，第 4 章
において ICT 分野の電力消費将来推計と ICT による
GHG 排出削減効果の将来ポテンシャルの推計方法
と結果を述べる。最後に，ポストコロナ時代の脱炭
素社会の実現に向けて ICT が担う役割と可能性，今
後の課題などを展望する。

2．ICT 分野の発展動向

　この 20 年程，インターネットの普及に伴い，
E-commerce，シェアリングサービス，テレワーク
などの身近な ICT サービスをはじめ，様々な産業・
生活分野において ICT が急速に普及してきた。特に
新型コロナウイルスの感染拡大に伴う外出自粛など
の移動制限が設けられた 2020 年初頭からは，テレ
ワークや E-commerce，電子決済などのオンライン
サービスの利用率が更に大きく上昇してきた（総務
省, 2021; OECD, 2021）。さらに，サービス業などに
おける接客ロボット，ICT プラットフォームを利用
した食事の宅配サービス，拡張現実／仮想現実（AR/
VR）技術などを活用したオンライン観光サービスな
どの新しい ICT サービスも急速に進展してきた（総
務省, 2021）。一方，製造業では，AI・IoT の技術進
歩によって，スマート農業や，自動ロボット，自動
走行車，自動倉庫，3D プリンター技術，高度な生
産情報管理システムなどの利用が拡大し，様々な製
造分野における大幅な生産効率の向上と労働代替が
実現されつつある（緒方ほか, 2020）。このような変
化は，Society5.0 で提唱したサイバー空間とフィジ
カル空間を高度に融合させたシステムによって開か
れる社会の実現に向けて少しずつ進んでいると考え
られる。ICT の進展が前述のように生産効率や生活
の便利さを向上させているのみならず，それらを通
じて環境負荷の削減にも貢献している。

3．ICT の環境影響評価手法

　ICT の利用に伴う環境影響については，いくつか
の種類が考えられる。まず，ICT 機器を利用する際
には，パソコンやネットワーク機器の電力使用に
よって GHG を排出する。このような GHG 排出は
ICT 利用の一次効果（あるいは直接効果）と定義され
ることが多い（情報通信技術委員会, 2013）。一方で
ICT を利用する分野におけるエネルギー利用効率の
向上，及び生産・消費の効率化などを通じて GHG 排
出を削減する効果があり，これらは ICT 利用の二次
効果と定義されることが多い（情報通信技術委員会, 
2013）。さらに，そのほかの効果としては，ICT が

ライフスタイルや多くの産業分野と関連しているた
め，産業分野間にわたって波及する効果や，より長
期的な生産・消費構造の変化がもたらす社会構造の
変化による効果，またはエネルギー利用の効率化や
移動代替等によって生じたコストや時間の余剰が誘
発する新たな活動やエネルギー需要によって引き起
こされた GHG 排出などといった ICT 利用のリバウ
ンド効果が挙げられる（張ほか, 2016）。このように
ICT 利用による環境影響への効果にはいくつかの種
類があるが，環境影響への効果を評価する手法につ
いても十数年にわたって開発されてきた（GeSI, 2015; 
Johanna, 2019; ITU, 2014; ITU, 2019; Nathaniel ほか, 
2016）。個別の ICT サービスや製品の利用といっ 
たミクロレベルにおいては，最もよく使われる手 
法としてライフサイクルアセスメント（Life Cycle 
Assessment; LCA）手法が挙げられる（情報通信技術
委員会, 2013）。LCA 評価においては，対象 ICT サー
ビス・製品の環境負荷量と，基準となる ICT サービ
スもしくは従来手段の環境負荷量の差分を評価する
ことで，ICT サービス導入による環境負荷低減効果
を算出することができる。LCA を活用した研究例
は多数存在している。例えば，Moberg ほか（2011）
は，書籍と電子書籍のそれぞれの LCA 評価を行い，
電子書籍利用による環境影響を試算した。Julia et al. 

（2010）は，従来のショッピング手段と比較したオン
ラインショップサービスの利用による環境影響の評
価を行った。次に，一国やグローバルを対象範囲と
したマクロレベルの ICT 利用による環境影響の評価
手法をいくつかをレビューする。Nagao ほか（2017）
は，23 種の ICT サービスを対象として，ICT 普及
率，該当活動の活動量に対して単位活動による二酸
化炭素（CO2）排出削減量を掛け合わせることで，日
本全国における ICT 利用による CO2 排出削減効果が
約 4,000 万トンであると推計した。JEITA（2021）は
脱炭素化に貢献できる 5 つのデジタル分野を絞っ
て，2030 年までの世界需要額の見通しとともに，
CO2 削減ポテンシャルを示した。一方で，リバウン
ド効果に着目した研究として，Ray（2015）は，8 つの
ケーススタディを題材に ICT/ 電子機器の利用によ
るリバウンド効果は 115％～160％にのぼると推計し
た。
　これらの研究は一次効果や，二次効果，リバウン
ド効果のどれかの側面に着目にした研究がほとんど
であり，産業分野をまたいで発生した波及効果及び
長期的な生産・消費構造の変化を含めた社会構造変
化による影響まで考慮したうえで ICT の利用による
環境影響の全体像を捉えた研究は少ない。著者ら

（Zhang, 2020）は，中長期における ICT の導入によ
る産業分野をまたいだ波及効果，及び長期的な社会
構造変革の影響も評価できるように応用一般均衡モ
デルを用いた評価モデルを開発した。本稿では，開
発したモデルを用いた上で，これまでに大きく懸念
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されている今後の ICT 分野電力消費量の推計も検討
に加え，ICT 利用による 2030 年までの GHG 排出削
減ポテンシャルの分析を行った結果について報告す
る。

4．�ICT 分野の電力消費将来推計と 
GHG 排出削減効果の将来推計

4.1　ICT 分野の電力消費将来推計
　1 章で述べたように，近年の ICT の急速な普及に
よる ICT 分野の電力消費や GHG 排出が大きく懸念
されている。グローバルレベルの ICT 分野の電力
消費推計として，国際電気通信連合（ITU, 2020）が
2020 年に発行した勧告 L.1470 では，今後，電力の
グリーン化（電力分野での排出係数改善）を考慮せ
ず，ICT 機器のエネルギー利用効率改善やネット
ワーク接続人口・デバイスの増加など ICT 分野のト
レンドのみを考慮した場合，2030 年における ICT 分
野の GHG 排出は 2015 年の約 1.3 倍になると予測さ
れている。一方，日本国内においては，ICT 分野の
電力消費量や GHG 排出量の予測に関する検討事例
は非常に少ない（国立研究開発法人科学技術振興機
構（JST）, 2021）。
　そこで本研究では ICT 分野の関連市場レポートか
ら，2005 年からの十数年間における各種 ICT 機器
の稼働台数及び電力消費量などを調査し，経年変化
の傾向に基づき 2030 年までの ICT 分野の電力消費
量を推計した。ICT 分野の推計範囲として，固定／
移動ネットワーク機器，データセンターとエンド
ユーザー機器とした。今回対象とした主な機器及び
今後の推計を主に考慮したトレンドを表 1 に示す。
ICT 機器ごとの稼働台数の変化は，生産動態統計

（経済産業省, 2021）から過去の年間出荷台数に ICT
機器ごとの寿命を加味した上で表 1 に示した今後の
ICT 分野における市場動向を考慮して推計した。
ICT 機器ごとの電力消費の変化については，機種ご
との消費電力量から推計する場合には調査が広範に
わたるとともに ICT 機器による電力消費の全体像が
把握しにくいことから，サーバ機器を代表として
ICT 機器の電力消費量と稼働台数の関係を調査する
こととした。図 1 は過去約 10 年間におけるサーバ
機器の稼働台数及び総電力消費量の推移である。対
象期間においてはいずれもほぼ横ばいであることが
示された（JEITA, 2016）。これは，近年の情報処理量
の増加，ICT 機器の情報処理能力の向上及び機器の
省エネ性能の改善などの主な要因がほぼ相殺された
結果であると考えられる。この結果を踏まえて，本
研究では 2030 年までの ICT 分野の電力消費を推計
する際に，ICT 機器の単位ユニットあたりの電力消
費は現状のまま，＋1％/年，＋2％/年の 3 つのケー
スを想定した。それぞれのケースに ICT 機器ごとの
稼働台数を乗じることによって，2030 年までの ICT
分野の総電力消費量を推計した。推計結果では，

表 1　対象とした主な機器と主な市場動向．

機器分類 機器種類 今後 ICT 分野における市場動向予想

データ
センター サーバ機器類

汎用コンピュータ
（メインフレーム）

NTT グループ（2010）の PSTN から IP 系への移行にあわせて
生産量の減少傾向が止まり 2025 年ごろまで生産量が維持
される。2025 年以降は，再び減少する。

ミッドレンジコンピュータ 2017 年まで緩やかに生産量が減少しており，今後もその傾向
が続く。

パーソナルコンピュータ
（サーバ機器用）

データセンターについては，2024 年まで年率 14.4％で成長
すると予測され（MIC, 2018），パーソナルコンピュータ

（サーバ機器用）も同等で成長する。2025 年～2030 年は横
ばい。

ネット
ワーク ネットワーク設備

デジタル伝送装置 NTT グループ（2010）の PSTN から IP 系移行にあわせて
2025 年がピーク。

基地局通信装置 現状のレベルでリプレイスが続く（横ばい）。

エンド
ユーザー
機器

通信用端末 電話機
携帯電話

携帯電話の普及も落ち着き，また，端末持ち込みで携帯電
話番号ポータビリティといった販売方法に変更されたこと
により新規スマートフォン需要が減少し，生産量が増加す
ることはなく，同等。

PC パーソナルコンピュータ 横ばい。

IoT 用途 テレメータ・テレコントロール，
デジタル計装制御システム 年率 5％で成長。

図 1　サーバ機器の稼働台数と総電力消費量．
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2030 年における ICT 分野の電力消費量は 2020 年の
約 1.2～1.5 倍となった。
4.2　ICT 利用による GHG 排出削減量の推計
4.2.1　推計モデル
　ICT 機器自身が電力を消費する一方で，多くの利
用分野においてはエネルギー利用効率の向上や，
人・物の移動削減によるエネルギー消費削減などの
効果が見込まれる。著者らは，日本を対象とした 
応用一般均衡モデル AIM/CGE[Japan]（Masui ほか, 
2003）を基に ICT 利用による GHG 排出削減ポテン
シャルと経済への貢献を推計するためのモデルを開
発した。そして，36 種類の ICT サービスを対象に，
2030 年までの GHG 排出削減ポテンシャルと経済成
長への効果を推計した。
　開発したモデルは逐次均衡型動学応用一般均衡モ
デルである。モデルは 2005 年を基準年とし，2005 年
の産業連関表を使用して 49 部門 43 財・サービスに
統合した。モデルは生産部門，最終消費部門，各市
場と外国部門の 4 ブロックによって構成されてい
る。各生産部門は，資本，労働，原材料，エネル
ギーを投入要素として，代表的な財を産出してい
る。最終消費部門では，保有する資本，労働を生産
部門に提供し，その対価として所得を得る。各市場
では，価格メカニズムに基づいて需給をバランス
し，財・サービスの価格を決定する。ICT のモデル
への組込みについては，ICT サービスを導入した生
産部門と最終消費部門では生産消費効率が向上され
るものとした。生産消費効率の向上とは，例えば，
単位生産あたりの原材料投入，あるいは労働力投入
の削減などが挙げられる。
　動学過程では，基準年である 2005 年について計
算を行い，投資等によって翌年である 2006 年の資
本ストックが決定され，また，新規及び既存の資本

ストック量と各ストック量に対する技術水準から
2006 年の各種効率水準を算出した。準備した技術水
準を用いて 2006 年の均衡計算を行ない，2006 年の
結果を用いて 2007 年の計算を行なった。このよう
に，1 年ごとに均衡計算を行なった（図 2）。また，
将来の技術進歩についてのシナリオは，新規に投入
される資本を対象に想定し，資本投資が各部門に 
蓄積されることで技術進歩が実現するものとして 
いる。ICT サービスが普及する過程も同様に，ICT
サービスを提供する資本が新規投資として投入され
ることを通じて実現されている。
4.2.2　対象 ICT サービス
　本研究における推計では，6 産業分野における 36
種類の ICT サービスを対象とした。表 2 では各産業
分類から 1，2 サービスを代表として選び，ICT 導入
による想定効果及び 2030 年までの普及率の想定を示
した。普及率については，過去の統計データがある
サービスに対しては普及率近似曲線を外挿すること
によって，2030 年までの普及率を推計した。過去
データが揃わないサービスに対しては，市場予測レ
ポートを参考に普及率を仮定した（NEDO, 2016; 総
務省, 2021）。
4.2.3　将来シナリオ
　将来における ICT の利用による環境及び経済へ
の影響を推計するために，ここでは 2030 年までに
ICT サービスの普及が現状から進展しないなりゆき

（BAU）シナリオ，ならびに ICT サービスの提供が可
能な資本が導入される ICT 進展シナリオの 2 種類の
シナリオを設定した。また，分析を行うための GDP
及び人口などの前提条件は，国連気候変動枠組条約
第 21 回締約国会議（COP21）に日本政府から提出さ
れた約束草案（環境省, 2015）を決定した際に用いた
想定を利用した。ICT 進展シナリオでは，2030 年ま

図 2　モデルの動学過程．
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での各種 ICT サービスの普及率や導入効果（表 2），
また 4.1 節で述べた ICT 分野自身の電力消費量の増
加（＋2％/年）を各種投入係数としてモデルに組み入
れた。
4.2.4　推計結果
　ICT 進展シナリオでは，BAU シナリオと比較する
と，2030 年において総 GDP の 1.3％の増加と GHG
排出量の 4.7％の減少が見られ，経済成長と環境負
荷発生のデカップリングの可能性が示された。主な
原因としては，ICT 分野の電力消費が日本の電力消
費のうちのわずか数パーセントにしか満たない量で
あるため，その増加が ICT の導入により他の部門に
おける中間投入の減少でオフセットされたと考えら

れる。図 3 は部門別生産額のシナリオ相対比較を示
す。ICT 推進シナリオにおいては情報通信機器及び
情報通信部門の生産額が増加するだけでなく，多く
のサービス部門において生産額の増加が見られた。
この理由としては，AI などの ICT サービスの導入
により，単位あたりの生産に必要となる労働力が減
るため，生産効率が向上したことが考えられる。ま
た，GDP 総額の増加により家計の所得も増加し，最
終消費に直接つながる飲食料品などの部門において
も生産額の増加が見られた。一方で ICT の導入に伴
い，生産の効率化による中間投入の削減や，移動需
要削減に伴う輸送需要の削減などにより，鉱業や石
油石炭及び生産機械などの部門においては生産額の

表 2　代表的な対象 ICT サービス・導入効果及び各サービスの普及率推計．

産業分類 ICT サービス 主な導入効果
2030 年までのシナリオ

普及率
指標

BAU シナリオ
（2015 水準） ICT シナリオ

（A）金融 キャッシュレス
決済

店舗の日常的な業務管理のコスト削減と運営
効率向上，銀行の ATM 管理・運営コスト削減 導入率 18％ 50％

（B）公共サービス 電子入札 移動削減 電子入札
件数 83,000 960,000 

（C）製造
スマート工場 生産性改善，設備稼動率向上 普及率 0％ 50％
電子調達 運用コスト削減 普及率 0％ 50％

（D）流通

B to C 
E-commerce （EC）

中間流通，小売り販売の不要化，在庫スペー
ス増加，販売物流増加 EC 率 6％ 12％

無人店舗 小売業の労働力投入削減 普及率 0％ 10％
AI 物流 物流の自動化による労働生産性向上 普及率 0％ 50％

（E）社会インフラ AI による
電力需要予測 電力需要予測の高度化による発電効率の向上 導入率 0％ 50％

（F） その他 
農業，医療

スマートアグリ センサーデータの分析による収穫量向上，
ロボットの導入による省力化・労働力削減 普及率 0％ 50％

電子処方箋
薬手帳 紙の削減 普及率 0％ 100％

（M）共通 テレワーク 通勤移動削減，オフィス需要削減 利用率 15％ 34％
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図 3　2030 年に BAU シナリオでの部門別生産額を 1 とした場合の ICT 進展シナリオでの生産額相対値．
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減少が見られた。2030 年における部門別 GHG 排出
量のシナリオ相対比較（図 4）においては，過半数の
部門において GHG 排出が減少しており，特に，石
油石炭，鉄鋼，非鉄金属，輸送部門における減少が
顕著であることが分かった。また，2030 年における
BAU シナリオでの各部門の生産額・GHG 排出量を
1 とした場合の ICT 進展シナリオにおける各部門の
生産額・GHG 排出量の相対値を示した図 5 からも
前述した傾向がよく読み取れた。
　今回の推計結果から，ICT の導入が生産性を向上
させるとともに，石油や石炭関連部門の需要を抑え
られる可能性が示唆され，今後，脱炭素社会の実現
に向けた ICT の役割を示すことができた。

5．終わりに

　本稿では，ICT の環境影響評価手法の解説と共
に，中長期における ICT 分野の将来電力消費を考慮

した上で，ICT 利用による社会の GHG 排出削減量
ポテンシャルについて日本国内における 36 種類の
ICT サービスを対象として推計した。推計結果か
ら，ICT の導入により，生産効率の向上，労働力削
減，及び移動の削減などを通じて GDP 成長を推進
すると同時に GHG 排出量を削減できる可能性が示
された。
　今後，Covid-19 を経て ICT がこれまで以上の速度
で普及されることが予想される中で，様々な可能性
を含めて ICT 導入による環境影響の評価・推計に関
しても企業活動やライフスタイルなど様々な観点か
らより多くの研究が進展することが期待される。
ICT の利用により，経済発展や生活の利便性向上の
みならず，今後の持続可能な社会発展の実現に向け
ても大きな貢献が期待される。
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図 4　2030 年に BAU シナリオでの部門別 GHG 排出量を 1 とした場合の ICT 進展シナリオでの排出量相対値．

図 5　�2030 年 ICT 進展シナリオにおける各部門の生産
額・GHG 排出量変化率．

（BAU シナリオでの各部門の生産額・GHG 排出量＝1）
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